
 

大東市不育検査費及び不育治療費助成金交付要綱 

 

令和３年７月１６日   

要 綱 第 ８ ２ 号   

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、大東市補助金等の交付等に関する条例（平成３１年条例第３号）及

び大東市補助金等の交付等に関する条例施行規則（平成３１年規則第６号）に定めるも

ののほか、不育検査及び不育治療を受ける者の経済的負担の軽減を図るとともに、少子

化対策の充実に資するため、大東市不育検査費及び不育治療費助成金（以下「助成金」

という。）を交付することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （対象者） 

第２条 助成金の交付の対象となる者（第４条において「対象者」という。）は、次に掲

げる要件の全てを満たす夫婦（婚姻の届出をしていないが、事実上夫婦と同様の関係に

あるものを含む。第５条において同じ。）とする。  

 (1) 助成金の交付の申込みをする日（第３号及び第４号において「申込日」という。）

において、夫又は妻が本市の住民基本台帳に継続して１年以上記録されていること。 

 (2) 不育検査を受けた日又は不育治療を開始した日における妻の年齢が４３歳未満であ

ること。 

 (3) 申込日において、夫及び妻が医療保険各法（健康保険法（大正１１年法律第７０号）、

船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第

２４５号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）又は地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５

２号）をいう。次条において同じ。）に規定する被保険者、加入者若しくは組合員又

は被扶養者であること。 

 (4) 申込日において、夫及び妻が本市の市税を滞納していないこと。 

 （対象治療等） 

第３条 助成金の交付の対象となる不育検査及び不育治療は、医療機関（産科、婦人科、

産婦人科又は泌尿器科を標ぼうするものに限る。次条及び第６条第２号において同じ。）

が行う医療保険各法の適用を受けない不育検査及び不育治療とする。 



 

 （対象費用） 

第４条 助成金の交付の対象となる費用は、令和３年７月１日以後に受けた不育検査又は

不育治療について、対象者が医療機関又は薬局に支払った費用とする。ただし、次に掲

げる不育検査又は不育治療の費用は、助成金の交付の対象としない。 

 (1) 文書料、個室料、食事料等の不育検査又は不育治療に直接必要とされないもの。 

(2) 夫及び妻が本市の住民基本台帳に記録されていない期間に受けたもの。 

(3) 他の地方公共団体等から同種の助成を受けたもの。 

 （助成金額） 

第５条 助成金の額は、前条に規定する助成金の交付の対象となる費用の額に２分の１を

乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、

一組の夫婦につき、同一の年度内に受けた不育検査又は不育治療について、１年度当た

りそれぞれ３０万円を限度とする。 

（交付申込み） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、大東市不育検査費・不育治療費助成金交付

申込書兼請求書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に申込みをしなけれ

ばならない。ただし、第３号から第５号までに掲げる書類は、公簿等により確認できる

場合は、省略できるものとする。 

 (1) 大東市不育検査費・不育治療費助成金に係る受診等証明書（様式第２号） 

 (2) 不育検査又は不育治療に係る医療機関又は薬局の領収書 

 (3) 夫及び妻が属する世帯全員の続柄が記載された住民票（発行日から３月以内のもの

に限る。） 

(4) 夫及び妻が本市の市税を滞納していないことを証明する書類 

(5) 夫及び妻の被保険者証等の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申込みがあったときは、その内容を審査した上で助成

金の交付の可否を決定し、大東市不育検査費・不育治療費助成金交付決定通知書（様式

第３号）により当該申込みをした者に通知するものとする。 

 （支払） 

第８条 市長は、前条の規定により助成金を交付することを決定したときは、速やかに助



 

成金を支払うものとする。 

 （返還等） 

第９条 市長は、虚偽の申込みその他不正な手段により助成金の交付の決定を受けた者が

いる場合は、その者に係る助成金の交付の決定を取り消し、既に支給した助成金がある

ときは、その全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 （補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付について必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

 

  


